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日本赤十字九州国際看護大学における公的研究費不正に係る 

調査等に関する取扱規程               

 

（目的） 

第１条 この規程は、日本赤十字九州国際看護大学（以下「本学」という。）における公的 

研究費の不正又は不正の疑いが生じた場合の調査等に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（定義） 

第２条 この規程において「公的研究費」とは、文部科学省等の公的資金配分機関が研究

機関に配分する競争的研究費等をいう。 

２ この規程において「不正」とは研究活動において故意又は研究者としてわきまえるべ

き基本的な注意義務を著しく怠ったことによる捏造、改ざん及び盗用等の不正行為、架

空請求等による業者への預け金、実態を伴わない旅費、給与又は謝金の請求等、虚偽の

書類によって本学の規定及び法令等に違反して公的研究費等を使用する不正使用をいう。 

３ この規程において「構成員」とは、本学の非常勤を含む教員、事務職員、技術職員及

びその他の本学の公的研究費の運営・管理に関わるすべての者をいう。 

 

（通報等の受付） 

第３条 公的研究費に係る不正行為及び不正使用に関する通報（報道や会計検査院等の外

部機関からの指摘・告発を含む。）に対応するため日本赤十字九州国際看護大学公的研究

費管理規程第１２条に定める「通報窓口」を設置し、研究倫理委員会及び事務局総務課

（以下、「通報窓口」という。）が担当する。 

２ 通報の方法は、電子メール、書面、電話、FAX、面談の何れかによるものとし、原則と

して当該申し立て者（以下「通報者」という。）の氏名、所属、住所等並びに構成員の不

正使用の実態及び内容が明示されたものを受理する。この場合において、当該通報者に

対して本規程に規定する通知、報告は通報窓口を通じて行う。 

３ 通報窓口は、匿名による通報があったときは、構成員の不正の実態及び内容が明示さ

れ、かつ、証拠書類等の添付により相当の信憑性があると思われる場合に限り受理する。

この場合において、当該通報者に対して本規程に規定する通知、報告は行わない。 

４ 通報窓口は、通報者が特定されないように適切な措置を講じるものとする。 
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（報告等） 

第４条 通報窓口に不正に関する通報があったときは、窓口担当は最高管理責任者及び統

括管理責任者、コンプライアンス推進責任者に速やかに報告する。 

２ 最高管理責任者、統括管理責任者、コンプライアンス推進責任者、通報窓口担当等の

通報を知る立場にある者は、通報内容及び調査内容が関係者以外に漏洩しないよう秘密

保持を徹底するものとする。 

 

（不正調査委員会） 

第５条 最高管理責任者は、前条の報告を受けたときは、不正調査委員会（以下「調査委 

員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は委員長及び委員をもって構成する。 

３ 委員長は、最高管理責任者をもって充てる。 

４ 委員は次の各号に掲げる者をもって充てる。また、弁護士・公認会計士等第三者的立

場の委員の参加も考慮する。 

（１）委員長が指名する者 

（２）統括管理責任者 

（３）コンプライアンス推進責任者 

（４）研究倫理委員長 

５ 第三者の調査委員は本学及び通報者、被通報者と直接の利害関係を有しない者でなけ

ればならない。 

６ 調査委員会の任務は、対象となる事案に関し、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）研究の不正行為及び不正使用の疑義に関する予備調査及び本調査を行うこと。 

（２）前号の調査結果に基づく事実認定に関すること。 

（３）その他対象となる事案に関する必要なこと。 

７ 調査委員会は、調査終了後、結果を速やかに最高管理責任者に報告しなければならな

い。 

８ 調査委員会が必要と認めたときは、委員以外の者の出席を求め、意見を聞くことがで

きる。 

９ 調査委員会は、調査の実施にあたり、公平性及び中立性を確保しつつ、通報者、調査

対象の構成員、その他当該調査に協力した者の名誉及びプライバシーが侵害されること

のないよう配慮しなくてはならない。 
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（予備調査） 

第６条 調査委員会は、当該通報の合理性、調査可能性等について予備調査を行うものと

する。 

２ 調査委員会は通報を受けてから３０日以内に、当該事案について告発等の内容の合理

性を確認し本調査を実施するか否かを、最高管理責任者に報告する。 

３ 最高管理責任者は、前項の結果を通報者、当該通報の対象となった教職員（以下「被

通報者」という。）並びに公的研究費の資金配分機関に通知する。 

４ 最高管理責任者は、本調査の実施を決定した場合には、公的研究費の資金配分機関に

対して、調査方針、調査対象及び方法等について報告し、協議しなければならない。 

５ 最高管理責任者は、本調査の実施を決定した場合においては、被通報者に対して、調

査対象とされた公的研究費の支出を停止することができる。 

 

（本調査） 

第７条 前条で本調査の実施を決定した場合において、調査委員会は、調査開始後（予備

調査を含む。）概ね１２０日以内に調査結果に基づき、不正の有無および内容、関与した

者、その関与の程度、不正使用の相当額等の調査結果を最高管理責任者に報告する。 

２ 調査委員会は、認定を行うにあたり、あらかじめ被通報者に対し、調査した内容を通

知し、意見を求めることができる。 

３ 調査対象の被通報者は、調査内容の通知日から３０日以内に調査委員会に意見を提出

することができる。この場合において、被通報者から意見の提出があったとき又は意見

がない旨の申し出があったときは、調査委員会は３０日を経過する前であっても第８条

に規定する認定を行うことができる。 

 

（認定） 

第８条 最高管理責任者は、前条の報告に基づき、不正行為及び不正使用の有無について

認定を行う。ただし、調査の過程であっても不正の事実が一部でも確認された場合には、

速やかに認定し、公的研究費の配分機関に報告しなければならない。 

２ 最高管理責任者は、前項の結果を通報者並びに被通報者に通知する。 

 

（異議申し立て） 

第９条 被通報者及び通報者は、前条の認定に対して不服がある場合には、最高管理責任

者に対して、本学が定める期間内（通知を受け取った日から１４日以内とする。）に異議

の申し立てを行うことができる。 

２ 異議申し立ての審査は、調査委員会が行う。ただし、異議申し立ての趣旨が、調査委 

員会の構成等、その公平性に関わるものである場合は、最高管理責任者の判断により、

調査委員会の構成を替えて審査させることができる。 
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３ 調査委員会は速やかに再調査を行い、最高管理責任者はその結果を調査対象の構成員

に通知する。 

４ 最高管理責任者は、第２項により再調査を実施しないことを決定したときは、その理

由を異議申し立てした者及び調査委員会に通知する。 

５ 調査対象の構成員は、前２項の決定に対して、再度異議申し立てをすることはできな

い。 

 

（調査結果の報告） 

第 10条 調査委員会は、前条による調査認定の通知後、調査対象の構成員から異議申し立

てがなく、その内容が確定したとき、若しくは前条第２項による異議申し立てに対し、

同条第３項又は第４項の決定が行われた時は、報告書を作成し、関連資料を添えて速や

かに最高管理責任者に提出しなければならない。 

なお、当該結果については、理事長あてに併せて報告しなければならない。 

 

（措置） 

第 11条 最高管理責任者は前条による報告に基づき、不正があったと認めたときは、その

調査結果を通報者、被通報者に通知するとともに、関係機関に対しては、関係者の処分

及び再発防止策等を加えて報告しなければならない。 

２ 最高管理責任者は、被通報者に対して不正と認定された研究活動の停止を命ずる業務

命令を行う。 

３ 最高管理責任者は、本学の就業規則に基づく懲戒処分の手続きを行う。 

４ 最高管理責任者は、本学と取引する業者が不正使用に関与している場合は、日本赤十

字学園経理規程により取引停止等の処分を行う。 

５ 最高管理責任者は、前項の報告の結果、当該関係機関から不正に係る資金の返還命令

を受けた時は、当該研究費を返還するものとする。 

６ 最高管理責任者は、前条による報告に基づき、不正の事実がなかったと認定された時

は、その旨を通報者、被通報者に通知するとともに、その名誉を回復するため、当該事

案において不正行為等が無かった旨を調査関係者に対して周知する等、本人に不利益が

生じないための措置を講じなければならない。 
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（調査結果の公表） 

第 12条 最高管理責任者は、前条の規定による措置のほか、不正行為及び不正使用の事実

があると認定したときは、合理的な理由のため不開示とする必要があると認めた場合を

除き、通報の受付から２１０日以内に速やかに調査結果、不正発生要因、不正に関与し

た者が関わる他の公的資金等における管理等の状況及び再発防止策等含む最終報告書を

配分機関に提出し公表する。 

期限までに調査が完了しない場合であっても、調査の中間報告を配分機関に提出する。 

この場合において、公表する内容は、氏名を公表することを基本とし、その他の情報に

ついても特に不開示とする必要があると認められる場合を除き、公表する。 

２ 最高管理責任者は、不正行為及び不正使用の事実がなかったと認定したときは、原則

として、調査結果は公表しない。ただし、公表までに調査事案が外部に漏洩していた場

合及び社会的影響の大きい重要な事案の場合については、必要に応じて当該調査の途中

であっても中間報告として公表することができる。 

 

（事務局） 

第 13条 委員会の事務局は総務課に置き、この事務を処理する。 

 

（規程の改廃） 

第 14条 この規程の改廃は、経営会議の議を経て、最高管理責任者が行う。 

 

 

附 則 

この規程は、平成２７年２月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

 


